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特集報文：水害リスクの低減にむけて 
 

高波浪による家屋倒壊危険範囲の推定 

～早期の立退き避難の支援に向けて～ 

竹下哲也・加藤史訓 

 

1．はじめに1 

 海岸では、津波以外でも高波浪（ここでは、概

ね計画規模もしくはそれ以上の波浪を「高波浪」

と記載）による災害の危険性があり、高知県菜生

海岸（室戸市、2004年台風23号）1)、富山県下新

川海岸（入善町、2008年冬季風浪）2)、北海道胆

振海岸（白老町、2016年台風10号）3)では実際に

高波浪による家屋被害が発生している。  

災害対策基本法では、災害が発生した、または

災害の発生が予期される場合、市町村長は住民に

対し屋内待避や立退き避難の指示が可能である。  

屋内待避を指示する場合には災害に対する家屋

の安全性が確保されることが重要であり、例えば

津波では「津波防災地域づくりに関する法律」に

基づく津波波圧の基準が津波避難施設の設計に活

用されている。これに対して、家屋の安全性が確

保できない場合は立退き避難の指示が必要である。

例えば、洪水では氾濫流により家屋滑動・倒壊の

危険性のある区域を周知し、当該区域では屋内待

避ではなく立退き避難を促す取組みを始めている。  

高波浪においても同様に、屋内待避と立退き避

難のどちらが適切かを判断するための家屋倒壊危

険範囲の推定が必要である。  

高波浪の場合、大小様々な波が不規則に襲来す

ることや、堤防決壊が無くとも越波によって家屋

倒壊の危険があることなど、津波や洪水とは異な

る特徴を持つ。このため、海岸研究室では、数値

波動水路（CADMAS-SURF/2D：流体の基礎方

程式であるNavier-Stokes方程式を数値的に解く  

 

──────────────────────── 
Method for Estimating Hazardous Areas at High Risk of 
House Collapse due to Storm Surges 

ものであり、VOF(Volume of Fluid)法と呼ばれ

る自由表面の処理法に基づく計算手法）を用いた

数値計算4)によって高波浪による家屋倒壊危険範

囲の推定手法の研究を行ったのでその成果を報告

する。  

2．越波により家屋に作用する波圧の計算 

2.1 数値波動水路の設定  

 2015年度に海岸研究室が実施した水理模型実

験5)の波浪測定値を数値波動水路の入力条件や計

算の妥当性確認に活用するため、図-1のとおり縮

尺1/60の数値波動水路の計算条件の設定を行った。

海岸堤防の高さは現地換算で6mとなる。海岸堤

防及びモデル家屋の配置を図-2に示す。本研究で

は図-2の断面図の設定で断面2次元の流体解析を

行った。断面2次元の場合、モデル家屋の周囲を  

図-1 数値波動水路断面図  
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写真-1 越波による家屋の被害  

 （左：菜生海岸1)，右：胆振海岸3)）  
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通過する流水が表現できず、堤防とモデル家屋の

間に一度水が入ると排水されずに湛まる一方とな

り、モデル家屋に作用する波圧が精度よく算定さ

れない。このため、堤防に図-3のような排水路を

設けて堤防とモデル家屋間の水を排出するように

した。排水路の大きさについては、図-2の平面図

を想定した 3次元の数値波動水路（CADMAS-

SURF/3D）によって堤防とモデル家屋間の排水

時間を算出し、この排水時間を断面2次元計算で

も概ね再現できるよう調整した。  

2.2 波浪条件とモデル家屋の位置の設定方法 

2015年度に海岸研究室が実施した模型実験の

不規則波10ケース（表-1）を波浪条件として設定

した。モデル家屋の位置は、波浪条件の各ケース

について、モデル家屋が無い状態で越波計算（図

-4参照）を行い、最大流速の大きい場所及び平均

的な住宅敷地幅（2013年住宅・土地統計調査の

平均敷地面積279m2から17m前後、1/60縮尺では

0.3m前後）を参考に図-4のように3列設定した。  

2.3 モデル家屋に作用する波圧の計算 

図-5のようにモデル家屋の位置を堤防近くの1

列目に設定し越波計算を行い、モデル家屋に作用

する波圧を算出した。その後、2列目、3列目と

移動し、それぞれ同様に波圧の計算を行った(3×

10ケース)。1ケース当たり約60〜130波（現地換

算26分間）の波圧の計算結果を統計処理した。

不規則波の統計処理の値としては、最大値や上位

1/10平均値、上位1/3平均値などが用いられるが、

最大値はバラツキが大きいため、模型実験結果に

近い上位1/10平均値を計算結果の対象とした。  

3．計算結果と考察 

3.1 計算結果  

津波の場合、朝倉ら6) の研究をもとに、図-6の

ように家屋が無い場合の浸水深の3倍に相当する

静水圧が津波波圧として津波避難施設の設計に用

いられている。本研究の計算結果でも図-6のよう

な三角形の波圧分布が見られたことから、モデル

家屋前面に作用する波圧を、家屋が無い場合の浸

水深のα倍（この倍率を「水深係数」という。以

下同じ。）に相当する静水圧に換算して図-7、 表

-2のとおり、計算結果を整理した。  

3.2 高波浪時の水深係数についての考察  

各ケースともに堤防近傍（家屋1列目）が最も

図-4 最大流速分布図とモデル家屋位置  (ケース6) 
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図-5 越波計算例  (ケース6の最大流速分布図) 

有義波高 有義波周期

(m) H 1/3 (m) T 1/3 (s)

1 0.10 0.07 1.53 0.019

2 0.05 0.09 1.42 0.027

3 0.10 0.17 2.04 0.027

4 0.05 0.20 2.15 0.027

5 0.00 0.19 2.10 0.028

6 0.10 0.11 2.06 0.017

7 0.05 0.10 1.98 0.016

8 0.10 0.21 2.95 0.016

9 0.05 0.23 3.00 0.017

10 0.00 0.24 3.21 0.015
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ー
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表-1 波浪条件  (10ケース) 

図-6 水深係数の概念図（津波の場合）
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qz：構造設計用の進行方向の津波波圧（kN/m2）
ρ :水の単位体積質量（t/m3）
g ：重力加速度（m/s2）
h ：浸水深（m） ※家屋が無い場合の浸水深
z ：当該部分の地盤面からの高さ（0≤z≤αh）（m）
α : 津波の水深係数（海岸から500m以内の範囲, α=3 ）
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水深係数が大きく、堤防から離れるにしたがって

水深係数が小さくなる傾向がみられた。堤防に近

いほど越波の打ち込みによって大きな流速の水塊

がモデル家屋に衝突していることが原因と考えら

れる。また、波形勾配（有義波高／波長）の小さ

いケース6〜10の方が、全体的に水深係数は大き

い傾向であった。波長の長い波浪が襲来する外洋

に面した海岸の方が高波浪による家屋倒壊の危険

性が高いものと考えられる。  

3.3 家屋倒壊危険範囲の推定方法についての考察  

 2008年2月24日の冬季風浪では、下新川海岸の

芦崎地先で0.1〜0.3m3/s/mの越波が発生し、海岸

堤防と民間敷地の境界から約30〜50m離れた家

屋11件が全半壊2) した。この例と越波量が同程度

の ケ ー ス 5 ､ 7 （ 現 地 換 算 の 越 波 量 0.09 ､

0.47m3/s/m）を見ると、3列目の家屋（堤防裏法

尻から現地換算54〜57mの位置）付近では、水

深係数がそれぞれ1.59、2.50であった。また、浸

水深は上位1/10平均値で両ケースともに現地換算

約2mであった。  

 洪水で用いられる木造家屋の倒壊・滑動限界 7)

は津波避難施設の知見を参考に設定されており、

横軸が浸水深、縦軸が流速の図で示されている。

また、榊山 8)の研究では3次元構造物に作用する

津波波圧の水深係数αは式 (1)にほぼ一致すると

されている。  

α＝1.0+0.5Fr2 =1.0+0.5(u2/ gh)    式 (1) 

( Fr：フルード数，u：流速，g：重力加速度，h：水深 ) 

 

式 (1)を適用し、縦軸を水深係数に変換した木造

家屋の倒壊・滑動限界の図を作成した（図 -8）。

同図では、ケース5、7の家屋3列目の水深係数は

浸水深2mの倒壊・滑動限界の値を上回っており、

下新川海岸の被災事例とも概ね整合していた。  

なお、ケース5、7で家屋無しの浸水深を計算

しているのは堤防裏法尻から現地換算72mの位置

までであり、本位置の浸水深は両ケースともに現

地換算で約2m（上位1/10平均値）であった。こ

の位置で図 -7と図 -8を比較すると、ケース5は水

深係数が1.04と推定され、倒壊・滑動限界の両方

を下回り家屋倒壊の危険性が低いと考えられる。

また、ケース7は水深係数が1.35と推定され、旧

耐震基準の倒壊限界は超えているものの、新耐震

基準の倒壊限界や滑動限界は下回っており、新耐

震基準を満たした木造家屋であれば倒壊・滑動の

危険性が低いと考えられる。下新川海岸の被災事
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図-7 水深係数  

表-2 越波量、堤前水深、水深係数の比較  
（並び順：越波量順）  

図-8 木造家屋の倒壊・滑動限界  

 

注）ケース番号、波形勾配は表 -1 と同じ。  

グラフ中の直線は各ケースの線形近似の線  

注）浸水深は現地スケール  
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例では、全半壊家屋に一部損壊家屋を含めても堤

防と民間敷地の境界から約70mの範囲内に分布し、

本研究での推定結果と概ね整合していた。このよ

うに、本研究における家屋倒壊危険範囲の推定手

法（以下「本研究の手法」という。）が、高波浪

による家屋倒壊危険範囲の推定に有効であること

が分かった。  

3.4 本研究の手法の適用対象  

本研究の手法の適用対象としては、特に、高波

浪の影響を受けやすい外洋に面した海岸が考えら

れる。理由としては、主に外洋に面した海岸の場

合は、潮位よりも波浪の影響が大きく、潮位が低

くても越波によって家屋が倒壊する危険性がある

ことから、高潮浸水想定区域図から浸水深を把握

するだけでなく、高波浪による家屋倒壊危険範囲

を立退き避難の判断材料とする必要があることが

挙げられる。  

なお、主に内湾に面した海岸の場合は、波浪よ

りも潮位の影響が大きく、ゼロメートル地帯等の

背後地地盤高の低い地域が多いことから、本研究

の手法による家屋倒壊危険範囲よりも、高潮浸水

想定区域図から把握できる深い浸水や長時間浸水

が続く範囲の方が立退き避難の主な対象となる。  

3.5 本研究の手法の適用手順のまとめ  

本研究の手法の適用手順をまとめると、下記の

とおりとなる。  

(1) 対象海岸で想定される波浪条件にて、家屋に

作用する波圧（水深係数）を数値計算で算出す

る。その際、海岸堤防からの距離の異なる複数

の家屋位置で算出する。  

(2) 海岸堤防からの距離に応じた家屋に作用する

波圧（水深係数）の図を作成する（例：図 -7）。  

(3) 上記(2)で作成した図と、木造家屋の倒壊・滑

動限界の図（図-8）を比較し、家屋倒壊危険範

囲を推定する。  

4．おわりに 

 本研究では、高波浪時の立退き避難の判断に資

する家屋倒壊危険範囲の推定手法の開発を行った

が、得られた主な成果は以下のとおりである。  

(1) 水理模型実験における波浪や波圧の測定結果

を概ね再現した数値波動水路を用い、高波浪時

の越波によって家屋に作用する波圧（水深係

数）を堤防からの距離に応じて推定する方法を

提案した。  

(2) 本研究の手法により推定した家屋に作用する

波圧（水深係数）と木造家屋の倒壊・滑動限界

を比較したところ、2008年の下新川海岸の被

災事例と概ね整合していた。  

なお、現在、三大湾等の内湾では、2015年の

水防法改正から概ね5年程度を目途に高潮浸水想

定区域図の作成等の警戒避難体制の検討が進めら

れている。海岸研究室は、「高潮浸水シミュレー

ション相談窓口」として、高潮浸水想定区域図を

作成する都道府県に対して技術支援を行っている

ところであるが、今後、外洋に面した海岸でも同

様の検討が行われる際には、本研究の成果をもと

に、家屋倒壊危険範囲の推定についても助言して

いく予定である。  
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